
障害者自立支援法の
訪問系サービスの問題

①「必要な人に
必要なサービス量を」

という理念が守られていない

厚労省の事務連絡などが
少し歯切れが悪い

小規模市町村等にとって
25％負担が重荷

きめ細かい国庫負担基準額が
災いし、市町村レベルの支給
決定において、基準額が、個
々の利用者に対する「支給量
の目安」「支給量の上限」に
転化してしまっている

①-c.国庫負担基準を
将来的に廃止することを
検討すべきことについて
部会の意見として
明記すること

②重度訪問介護の事業者報酬が
安すぎる（1,665円/h）

②-a.重度訪問介護の
単価アップ

①-a.「必要な人に
必要なサービス量を」

という理念を、
平成21年の法改正で
明記すること

①-b.国から市町村への
財政支援制度を
構築すること

「支給決定を受けたのに
サービスが利用できない」

社会保障審議会障害者部会（第47回） 大濱提出資料

「介護移住」に象徴される問題の解決
→読売新聞平成20年9月2日付朝刊（次ページ参照）
→NHK教育「福祉ネットワーク」

12月2日放送（再放送：12月9日13時20分～）

①-d.当面の措置として、
平成21年の基準改定において、
区分間合算を継続すると同時に、
基準額を大幅に引き上げること

例：区分６の
重度訪問介護利用者
ならば１日６時間






